
平成16年３月期　　個別中間財務諸表の概要 平成15年11月20日

上場会社名 株　式　会　社　ト　ー　ア　ミ 上場取引所　　　　大証第二部　　　　

コード番号 ５ ９ ７ ３ 本社所在都道府県　大阪府

（ＵＲＬ　http：//www.toami.co.jp/）

代　　表　　者　　役職名　代表取締役社長　氏名　北　川　芳　徳

問合せ先責任者　　役職名　取締役経理部長　氏名　吉　川　　　保 ＴＥＬ（072）876－1121（代表）

決算取締役会開催日　平成15年11月20日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　平成－年－月－日 単元株制度採用の有無　有 （１単元　1,000株）

１．15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日）

(1)　経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％

（注） ①期中平均株式数　　　　　15年９月期 6,161,970株　　14年９月期 6,164,428株　　15年３月期 6,163,727株

　　　 ②会計処理の方法の変更　　　　無

　　　 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２) 配当状況

(３) 財政状態

百万円 百万円 ％

（注） ①期末発行済株式数　　　　15年９月期 6,161,970株　　14年９月期 6,164,428株　　15年３月期 6,161,970株

　　　 ①期末自己株式数　　　　　15年９月期 　238,030株　　14年９月期   235,572株　　15年３月期　 238,030株

２． 16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

百万円 百万円 百万円

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　69円78銭

　　※　上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の３ページを参照してください。
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１．個別中間財務諸表等

  (1) 中間貸借対照表

１.

２.

３.

４.

５.

６.

△ 17,040 △ 24,429 △ 24,054

１. ※１

(1) ※２

(2)

(3) ※２

(4)

(5)

２.

３.

(1)

(2) 900,490 950,000

(3)

(4)

△ 68,629 △ 42,658 △ 43,007

8,485,260 57.7

資 産 合 計 13,404,192 100.0 15,685,106 100.0 14,711,247 100.0

1,548,242

固 定 資 産 合 計 7,671,509 57.2 8,382,213 53.4

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産
合計

626,893 1,618,209

そ の 他 194,254 145,678 163,855

466,033

長 期 貸 付 金 －

繰延税金資産 60,733 － 11,360

投資その他の資産

投資有価証券 440,535 614,699

無 形 固 定 資 産 18,989 18,450 20,922

有形固定資産合計 7,025,626 6,745,553 6,916,095

そ の 他 168,998 179,573 201,531

建 設 仮 勘 定 54,392 39,369 26,226

土 地 3,967,018 3,962,883 3,962,883

1,397,695 1,277,651 1,334,398

機械及び装置 1,437,520 1,286,074 1,391,055

Ⅱ 固 定 資 産

有形固定資産

建 物

7,302,893 46.6 6,225,987 42.3

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計 5,732,682 42.8

そ の 他 31,406 101,384 71,679

繰 延 税 金 資 産 40,749 71,871 49,020

た な 卸 資 産 1,155,642 1,757,754 1,065,787

売 掛 金 1,865,479 2,264,534 2,084,177

698,358 689,974

受 取 手 形 2,130,343 2,433,418 2,289,402

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 526,101

（ 資 産 の 部）    ％    ％    ％

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

科　　目  金　　　　　額 構成比  金　　　　　額 構成比  金　　　　　額 構成比

（単位：千円）

期　　別 前 年 中 間 期 当　中　間　期 前　　　　期
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   ％

１.

２.

３.

５.

６.

７.

８.

９.

28.6 32.8 29.2

１.

２

３.

４.

0.2 3.9 5.1

28.8 36.7 34.3

9.6 8.2 8.8

１.

9.0 7.7 8.2

１.

２.

53.3 47.4 49.3

△ 125,072 △ 126,002 △ 126,002

71.2 63.3 65.7

100.0 14,711,247 100.0負 債 ・資本合計 13,404,192 100.0 15,685,106

資 本 合 計 9,549,670 9,924,338 9,659,548

0.2

Ⅴ 自 己 株 式 △0.9 △0.8 △0.8

7,252,918

Ⅳ
その他有価証券
評 価 差 額 金

25,885 0.2 124,447 0.8 35,952

394,686 216,896

利 益 剰余金合計 7,152,177 7,429,212

３ .
中間(当期)未処
分利益

116,155

128,430 128,430

任 意 積 立 金 6,907,591 6,906,096 6,907,591

Ⅲ 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 128,430

資 本 剰余金合計 1,205,879 1,205,879 1,205,879

1,290,800

Ⅱ 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 1,205,879 1,205,879 1,205,879

Ⅰ 資 本 金 1,290,800 1,290,800

（ 資 本 の 部）

611,626 748,208

5,760,768 5,051,698負 債 合 計 3,854,521

固 定 負 債 合 計 18,136

預 り 保 証 金 150 150 150

退職給付引当金 17,986 23,467 20,054

543,006 728,004

繰 延 税 金 負 債 － 45,003 －

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金 －

流 動 負 債 合 計 3,836,384 5,149,141 4,303,489

そ の 他 183,350 81,032 65,345

賞 与 引 当 金 104,700 96,700 106,700

未 払 費 用 182,349 186,178 175,817

未 払 法 人 税 等 7,914 251,895 54,082

369,996 400,746

未 払 金 205,840 198,639 209,265

４.
一 年以内に返済
予定の長期借入金

195,250

短 期 借 入 金 900,000 1,900,000 1,400,000

買 掛 金 675,771 816,226 724,940

支 払 手 形 1,381,209 1,248,473 1,166,592

（ 負 債 の 部）    ％    ％

Ⅰ 流 動 負 債

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

科　　目  金　　　　　額 構成比  金　　　　　額 構成比  金　　　　　額 構成比

（単位：千円）

期　　別 前 年 中 間 期 当　中　間　期 前　　　　期
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 (2)  中間損益計算書

（単位：千円）

自 平成14年４月１日 自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成15年３月31日

※１

※２

※３

※４

※４

216,896中間（当期）未処分利益 116,155 394,686

98,638 129,036

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益 129,036

31,850 0.3

中 間 純 損 失 （ △ ） 又 は
△ 12,881 △0.2 296,047 4.9 87,860 0.8

4.1 62,808 0.5

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,572 △0.0 △ 26,697 △0.4

法人税、住民税及び事業税 8,481 0.1 252,182

521,532 8.6 182,519 1.6
税引前中間純損失（△）又
は税引前中間（当期）純利

益
△ 7,971 △0.1

0.0

Ⅶ 特 別 損 失 90,327 1.6 1,845 0.0 189,466 1.7

8.6 366,133 3.3

Ⅵ 特 別 利 益 180 0.0 333 0.0 5,852

経 常 利 益 82,174 1.5 523,044

14,751 0.2 21,151 0.2Ⅴ 営 業 外 費 用 8,161 0.1

28,333 0.5 31,747 0.3Ⅳ 営 業 外 収 益 19,244 0.3

18.7

営 業 利 益 71,091 1.3 509,462 8.3 355,537 3.2

24.9 2,458,336 21.9

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,048,571 19.8 1,012,012 16.6 2,102,798

売 上 総 利 益 1,119,662 21.1 1,521,474

100.0

Ⅱ 売 上 原 価 4,194,033 78.9 4,582,504 75.1 8,775,397 78.1

％ ％ ％
Ⅰ 売 上 高 5,313,696 100.0 6,103,978 100.0 11,233,733

( ( )

　科　　目 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

( ) ( )

　期　　別 前 年 中 間 期 当　中　間　期 前　　　　期
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 (3)  中間キャッシュ・フロー計算書

当中間期（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）に係る「中間キャッシュ・フロー計算書」及び前期（自平成14年４月１日

至平成15年３月31日）に係る「キャッシュ・フロー計算書」については、中間連結財務諸表等において当中間期（自平成15年４月１

日　至平成15年９月30日）に係る「中間連結キャッシュ・フロー計算書」及び前期（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）に

係る「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しているため、記載しておりません。

前年中間期（自平成14年４月１日　至平成14年９月30日)

（単位：千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失 △

減価償却費

貸倒引当金の増加額

賞与引当金の減少額 △

退職給付引当金の増加額

受取利息及び受取配当金 △

投資有価証券売却益 △

その他収入 △

支払利息

固定資産売却益 △

固定資産除却損

投資有価証券評価損

売上債権の減少額

たな卸資産の増加額 △

その他流動資産の減少額

その他投資等の増加額 △

仕入債務の増加額

その他流動負債の減少額 △

役員賞与の支払額 △

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

法人税等の支払額 △

営業活動によるキャッシュ・フロー

142,795

181,924

小　   計 326,148

2,841

4,270

19,114

167,110

70,623

18,000

17,125

104,719

158,763

76,441

2,342

4,477

180

2,202

15,000

325

2,805

987

Ⅰ

7,971

221,280

28,255

）
至 平成14年９月30日

科　　目 金　　　　　額

期　　別 前 年 中 間 期

（
自 平成14年４月１日

―２２―



（単位：千円）

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

有形固定資産の除却による支出 △

無形固定資産の取得による支出 △

投資有価証券の取得による支出 △

投資有価証券の売却による収入

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △

配当金の支払額 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

現金及び現金同等物の減少額 △

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高Ⅵ

Ⅴ

280,689

16,638

9,668

3,315

195

Ⅱ

100,000

科　　目 金　　　　　額

至 平成14年９月30日
（
自 平成14年４月１日

）

期　　別 前 年 中 間 期

295,316

236

802,790

522,101

Ⅲ

240

166,500

104,650

271,150

191,463

Ⅳ

―２３―



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 項　　目

１．資産の評価基準及び (1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券

　評価方法 　　子会社株式 　　子会社株式

　　　移動平均法による原価法 　　　　　同　　　左

　　その他有価証券     その他有価証券     その他有価証券

　　　時価のあるもの 　　　時価のあるもの 　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等 　　　　　同　　　左 　　　　期末日の市場価格等に基

　　　　に基づく時価法（評価差 　　　　づく時価法（評価差額は

　　　　額は全部資本直入法によ 　　　　全部資本直入法により処

　　　　り処理し、売却原価は移 　　　　理し、売却原価は移動平

　　　　動平均法により算定） 　　　　均法により算定）

　　　時価のないもの 　　　時価のないもの 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

(2) (2) デリバティブ (2) デリバティブ

　　　時価法 　　　　　同　　　左

(3) たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産

　　商　品 　　商　品 　　商　品

　　　総平均法による原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　製　品 　　製　品 　　製　品

　　　総平均法による原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　原材料 　　原材料 　　原材料

　　　総平均法による原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　仕掛品 　　仕掛品 　　仕掛品

　　　総平均法による原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　貯蔵品 　　貯蔵品 　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

２．固定資産の減価償却 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

　の方法 　　定率法を採用しております。 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　ただし、平成10年４月１日以

　降に取得した建物（附属設備を

　除く）については、定額法を採

　用しております。

　　なお、主な耐用年数は、次の

　とおりであります。

　　　建　　　　物 7～47年

　　　機械及び装置 2～13年

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　　なお、自社利用のソフトウェ

　アについては、社内における利

　用可能期間（５年）に基づいて

　おります。

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失の発生に備え 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　るため、一般債権については貸

　倒実績率により、貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に

　回収可能性を検討し、回収不能

　見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

　の支出に充てるため、支給見込

　額に基づき計上しております。

前 期

至　平成14年９月30日
自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日
（ （ ））

自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

当 中 間 期期　　別 前年中間期

（ ）

―２４―



 項　　目

(3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるた 　　　　　同　　　左 　　従業員の退職給付に備えるた

　め、当期末における退職給付債 　め、当期末における退職給付債

　務及び年金資産の見込額に基づ 　務及び年金資産の見込額に基づ

　き、当中間期末において発生し 　き計上しております。

　ていると認められる額を計上し 　　数理計算上の差異は、各期の

　ております。 　発生時における従業員の平均残

　　数理計算上の差異は、各期の 　存勤務期間以内の一定の年数　

　発生時における従業員の平均残 　（10年）による定率法によりそ

　存勤務期間以内の一定の年数　 　れぞれ発生の翌期から費用処理

　（10年）による定率法によりそ 　ることとしております。

　れぞれ発生の翌期から費用処理

　することとしております。

４．リース取引の処理方 　リース物件の所有権が借主に 　　　　　同　　　左 　　　　　同　　　左

法 移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

５．重要なヘッジ会計の (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

方法 　　繰越ヘッジ処理を採用してお 　　　　　同　　　左

　ります。ただし、為替変動リス

　クのヘッジについて振当処理の

　要件を充たしている場合には、

　振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　当中間期にヘッジ会計を適用 　　当期にヘッジ会計を適用した

　ヘッジ対象とヘッジ手段は、次

　次のとおりであります。 　のとおりであります。

　　ヘッジ手段 　　ヘッジ手段

　　　デリバティブ取引（為替予 　　　デリバティブ取引（為替予

　　　約取引） 　　　約取引）

　　ヘッジ対象 　　ヘッジ対象

　　　外貨建予定取引 　　　外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

　　外貨建取引に係る為替変動リ 　　　　　同　　　左

　スクをヘッジすることを目的と

　して、為替予約取引を行ってお

　ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ手段及びヘッジ対象に 　　ヘッジ手段及びヘッジ対象に

　ついて、中間期末に個々の取引 　ついて、期末に個々の取引ごと

　ごとのヘッジの有効性の評価を 　のヘッジの有効性の評価をして

　しておりますが、ヘッジ対象に 　おりますが、ヘッジ対象になる

　なる外貨建取引と為替予約取引 　外貨建取引と為替予約取引につ

　について、通貨、金額、期間等 　いて、通貨、金額、期間等の条

　の条件が同一の場合は、ヘッジ 　件が同一の場合は、ヘッジの有

　の有効性が極めて高いことから 　効性が極めて高いことから評価

　評価を省略しております。 　を省略しております。

したヘッジ対象とヘッジ手段は、

）
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

自　平成15年４月１日
） （

自　平成14年４月１日
（
自　平成14年４月１日

） （

期　　別 前年中間期 当 中 間 期 前 期
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 項　　目

６．中間キャッシュ･フ 　中間キャッシュ・フロー計算書

　ロー計算書（キャッ における資金の範囲に含めた現金

　シュ・フロー計算書） 及び現金同等物には、手許現金及

　における資金の範囲 び要求払預金のほか、取得日から

３か月以内に満期の到来する流動

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資を計

上しております。

７．その他中間財務諸表 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理

　（財務諸表）作成のた 　　消費税等の会計処理は、税抜 　　　　　同　　　左 　消費税等の会計処理は、税抜方

　めの基本となる重要な 　方式によっております。 式によっております。

　事項 　　なお、仮払消費税等及び仮受

　消費税等については、相殺して

　流動負債の｢その他」に含めて

　表示しております。

(2) 自己株式及び法定準備金の取

　崩等に関する会計基準

　　「自己株式及び法定準備金の

　取崩等に関する会計基準」（企

　業会計基準第１号）が平成14年

　４月１日以降に適用されること

　になったことに伴い、当期から

　同会計基準によっております。

　　これによる当期の損益に与え

　る影響はありません。

　　なお、財務諸表等規則の改正

　により、当期における貸借対照

　表の資本の部については、改正

　後の財務諸表等規則により作成

　しております。

(3) １株当たり情報

　　「１株当たり当期純利益に関

　する会計基準」（企業会計基準

　第２号）及び「１株当たり当期

　純利益に関する会計基準の適用

　指針」（企業会計基準適用指針

　第４号）が平成14年４月１日以

　後開始する事業年度に係る財務

　諸表から適用されることになっ

　たことに伴い、当期から同会計

　基準及び適用指針によっており

　ます。

　　なお、これによる影響につい

　ては、「１株当たり情報に関す

　る注記」に記載しております。

性の高い、容易に換金可能であり、

）
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

自　平成15年４月１日
） （

自　平成14年４月１日
（
自　平成14年４月１日

） （

期　　別 前年中間期 当 中 間 期 前 期

―２６―



追　加　情　報

自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

　当中間期から「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」（企業会計基

準第１号）を適用しております。

　これによる当中間期の損益に与える影響

はありません。

当中間期における中間貸借対照表の（資本

の部）については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の ※１　有形固定資産の ※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額 　　　減価償却累計額 　　　減価償却累計額

※２　このうち担保に供している資産は、※２　このうち担保に供している資産は、※２　このうち担保に供している資産は、

　　次のとおりであります。 　　次のとおりであります。 　　次のとおりであります。

　　　担保資産 　　　担保資産 　　　担保資産

（単位：千円) （単位：千円) （単位：千円)

　　　対応する債務 　　　対応する債務 　　　対応する債務

（単位：千円) （単位：千円) （単位：千円)

　３　当社においては、運転資金の効率的　３　当社においては、運転資金の効率的　３　当社においては、運転資金の効率的

　　な調達を行うため、取引銀行３行と当　　な調達を行うため、取引銀行４行と当　　な調達を行うため、取引銀行４行と当

　　座貸越契約を締結しております。 　　座貸越契約を締結しております。 　　座貸越契約を締結しております。

　　　これらの契約に基づく当中間期末の　　　これらの契約に基づく当中間期末の　　　これらの契約に基づく当期末の借入

　　借入未実行残高は、次のとおりであり　　借入未実行残高は、次のとおりであり

　　ます。 　　ます。 　　 

差 引 額 800,000千円

借入実行残高 900,000千円 借入実行残高

差 引 額 800,000千円 差 引 額 550,000千円

1,600,000千円

　未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,700,000千円 当座貸越極度額 2,150,000千円 当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 1,200,000千円

長 期 借 入 金 596,004

合 計 2,348,002 合 計 2,025,000

合 計 975,000 長 期 借 入 金 444,006

一年以内に返済
328,996

予定の長期借入金 予定の長期借入金 予定の長期借入金
一年以内に返済

175,000
一年以内に返済

303,996

短 期 借 入 金 1,100,000

内 容 金 額

短 期 借 入 金 800,000 短 期 借 入 金 1,600,000

内 容 金 額

土 地 294,121

合 計 888,530

内 容 金 額

合 計 914,232 合 計 865,340

土 地 294,121 土 地 294,121

資産の種類 金 額

建 物 620,110 建 物 571,218 建 物 594,408

資産の種類 金 額 資産の種類 金 額

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

4,714,423千円 5,101,186千円 4,910,268千円

）

　なお、中間財務諸表等規則の改正に伴い

前年中間期 当中間期 前 期

前年中間期 当中間期 前 期

( ） ( ） (
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（中間損益計算書関係） 

自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

※１　営業外収益のうち主要なもの　 ※１　営業外収益のうち主要なもの　 ※１　営業外収益のうち主要なもの　

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

※３　特別損失のうち主要なもの ※３ ※３　特別損失のうち主要なもの

（上記の固定資産除却損の内訳は、

機械及び装置1,156千円及びその他

1,045千円であります。）

※４　中間期に係る納付税額及び法人税等※４ ※４

　　調整額は、当期において予定している

　　利益処分による特別償却準備金の取崩

　　しを前提として、当中間期に係る金額

　　を計上しております。

　５　 　５　 ５　

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

　当中間期（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）及び前期（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）に係る「中間

キャッシュ・フロー計算書関係」については、中間連結財務諸表等において「中間連結キャッシュ･フロー計算書関係」として注

記しているため、記載しておりません。

　前年中間期（自平成14年４月１日　至平成14年９月30日）

自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び現金同等
522,101千円

物の中間期末残高

（平成14年９月30日現在）

現金及び預金勘定 526,101千円

預入期間が３か月
△ 4,000千円

を超える定期預金

長期前払費用 842千円

前年中間期

( ）

長期 前払費用 421千円 長期前払費用 421千円

469,681千円

無形 固定資産 1,699千円 無形固定資産 2,202千円 無形 固定資産 3,623千円

減価償却実施額

有形固定資産 219,159千円 有形固定資産 209,849千円 有形 固定資産

固定資産除却損 2,202千円

同 左

減価償却実施額 減価償却実施額

役員退職慰労金 71,000千円 役員退職慰労金 71,000千円

投資有価証券評
価損

17,125千円
投資有価証券評
価損

109,212千円

支 払 利 息 13,810千円

たな卸資産廃棄
損

3,475千円

為 替 差 益 7,763千円

支 払 利 息 4,477千円 支 払 利 息 9,606千円

受 取 賃 貸 料 4,836千円

受 取 配 当 金 2,666千円 受 取 配 当 金

投資有価証券売
却益

987千円 満期保険金収入 8,032千円

1,607千円

）

受 取 利 息 138千円 受 取 利 息 4,996千円 受 取 利 息 5,318千円

受 取 配 当 金 3,858千円

前年中間期 当中間期 前 期

( ） ( ） (

―２８―



（有価証券関係）

　当中間期（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）及び前期（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）に係る「有価

証券関係」（子会社株式で時価のあるものを除く）については、中間連結財務諸表等における注記事項として記載しております。

　前年中間期（平成14年９月30日現在）

　その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

（注）　当中間期において、株式について17,125千円の減損処理を行っております。

　　当中間期（平成15年９月30日現在）

　　当中間期における子会社株式で時価のあるものはありません。

　　前　　期（平成15年３月31日現在）

　　当期における子会社株式で時価のあるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

　当中間期（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）及び前期（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）に係る「デリ

バティブ取引関係」については、中間連結財務諸表等において「デリバティブ取引関係」として注記しているため、記載してお

りません。

　前年中間期（平成14年９月30日現在）

　当中間期末において、デリバティブ取引の残高はありません。

70,448

合 計 395,866 440,535 44,668

そ の 他 217,790 147,342 △

債 券 － － －

取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 差 額

株 式 178,076 293,193 115,117

―２９―



（１株当たり情報）

自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

　１株当たり中間純損失金額 　１株当たり中間純利益金額 　１株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、１株当たり中間純損利益金額については、希薄化効果を有して利益金額については、希薄化効果を有して

失が計上されているため、記載しておりまいる潜在株式が存在しないため、記載している潜在株式が存在しないため、記載して

せん。 おりません。 おりません。

（追加情報） 　当期から「１株当たり当期純利益に関す

　当中間期から「１株当たり当期純利益に る会計基準」（企業会計基準第２号）及び

関する会計基準」（企業会計基準第２号） 「１株当たり当期純利益に関する会計基準

及び「１株当たり当期純利益に関する会計 の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針 号）を適用しております。

第４号）を適用しております。 　なお、同会計基準及び適用指針を前期に

　なお、同会計基準及び適用指針を前年中 適用して算定した場合の１株当たり情報に

間期及び前期に適用した場合の１株当たり ついては、次のとおりとなります。

情報については、それぞれ次のとおりとな

ります。 　１株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載して

　なお、潜在株式 　なお、潜在株式

調整後１株当たり 調整後１株当たり

中間純利益金額に 当期純利益金額に

ついては、希薄化 ついては、希薄化

効果を有している 効果を有している

潜在株式が存在し 潜在株式が存在し

ないため、記載し ないため、記載し

ておりません。 ておりません。

　（注） １株当たり中間純損失金額又は中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

自　平成14年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

ション ション ション

　未行使のストックオプショ 　未行使のストックオプショ 　未行使のストックオプショ

　ンの数 214,000株 　ンの数 214,000株 　ンの数 214,000株

　（失効のストックオプショ 　（失効のストックオプショ 　（失効のストックオプショ

　　ンの数20,000株を除く） 　　ンの数20,000株を除く） 　　ンの数20,000株を除く）

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要

希薄化効果を有しないため、潜在株式 自己株式方式ストックオプ 自己株式方式ストックオプ

72,860

6,161,970 6,163,727普通株式の期中平均株式数 株 6,164,428

自己株式方式ストックオプ

普通株式に係る中間純損失
千円 △　12,881 296,047

(△)又は中間（当期）純利益

（    －） （    －） （15,000）
取 締 役 賞 与 金 の 額

（
うち利益処分による

） 千円

87,860
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

普通株主に帰属しない金額 千円 － － 15,000

中 間 純 損 失 （ △ ） 又 は
千円 △　12,881 296,047

前年中間期 当 中 間 期 前　　　 期

（ ） （ ） （ ）

１株当たり中間
純利益金額

１株当たり当期
純利益金額

10.21円 24.68円

おりません。
１株当たり純資
産額

１株当たり純資
産額

1,549.82円 1,570.32円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,570.32円

24.68円

前年中間期 前 期

1,610.58円 １ 株 当 た り 純 資 産 額 1,565.17円

2.09円 48.04円 11.82円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,549.16円 １ 株 当 た り 純 資 産 額

前年中間期 当 中 間 期 前　　　 期

( ） ( ） ( ）
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

以　上

（投函：大阪証券記者クラブ）
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